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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電力増幅システムであって、
　無線周波数入力信号を増幅して、増幅された無線周波数入力信号を生成するように構成
された可変利得増幅器を備え、前記可変利得増幅器は、利得制御レベル信号によって制御
可能な可変利得を有し、
　前記増幅された無線周波数入力信号を増幅して、無線周波数出力信号を生成するように
構成された電力増幅器をさらに備え、前記電力増幅器は電源電圧から電力を受けるように
構成され、
　前記電源電圧を生成するよう構成された包絡線トラッカーをさらに備え、前記包絡線ト
ラッカーは、電力制御レベル信号、および、前記無線周波数入力信号の包絡線に関連して
変化する包絡線信号に基づいて、スケーリングされた包絡線信号を生成するように構成さ
れたスケーリングモジュールを含み、前記包絡線トラッカーはさらに、較正データに基づ
いて前記スケーリングされた包絡線信号のスケーリング量を制御して、前記包絡線トラッ
カーの包絡線振幅不整合を補償するように構成された較正モジュールを含み、
　前記包絡線トラッカーは、さらに、前記スケーリングされた包絡線信号に基づいて、前
記電源電圧の電圧レベルを制御するように構成される、電力増幅システム。
【請求項２】
　包絡線振幅不整合は、オフセット電圧または電力増幅器の利得エラーのうちの少なくと
も１つに関連づけられる、請求項１に記載の電力増幅システム。
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【請求項３】
　前記スケーリングモジュールは、前記較正データと前記電力制御レベル信号との乗算に
基づいて、前記スケーリングされた包絡線信号を生成する、請求項１に記載の電力増幅シ
ステム。
【請求項４】
　前記包絡線トラッカーはさらに、複数のスケーリングされた包絡線信号振幅を複数の電
源電圧レベルに関連づける整形データを含む包絡線整形テーブルを含み、前記包絡線トラ
ッカーは、前記整形データに基づいて、前記電源電圧の前記電圧レベルを制御するように
構成される、請求項１に記載の電力増幅システム。
【請求項５】
　前記整形データは、前記電力増幅器の第１の利得圧縮において生成されて、前記複数の
スケーリングされた包絡線信号振幅の各々を、前記複数の電源電圧レベルのうちの対応す
る１つにマッピングする、請求項４に記載の電力増幅システム。
【請求項６】
　前記包絡線トラッカーは、さらに、前記整形データに基づいて、電池電圧から前記電源
電圧を生成するように構成されたモジュレータを含む、請求項４に記載の電力増幅システ
ム。
【請求項７】
　前記包絡線トラッカーは、さらに、前記整形データに基づいて、前記モジュレータのア
ナログ入力信号を生成するように構成された、デジタル－アナログ変換器を含む、請求項
６に記載の電力増幅システム。
【請求項８】
　携帯装置であって、
　電力制御レベル信号と、利得制御レベル信号と、無線周波数入力信号と、前記無線周波
数入力信号の包絡線に関連して変化する包絡線信号とを生成するように構成されたトラン
シーバと、
　前記無線周波数入力信号を増幅して、増幅された無線周波数入力信号を生成するように
構成された可変利得増幅器を備え、前記可変利得増幅器は前記利得制御レベル信号によっ
て制御可能な可変利得を有し、さらに、
　増幅された無線周波数入力信号を増幅して無線周波数出力信号を生成するように構成さ
れた電力増幅器を備え、前記電力増幅器は、電源電圧から電力を受けるように構成され、
　前記電源電圧を生成するよう構成された包絡線トラッカーをさらに備え、前記包絡線ト
ラッカーは、前記電力制御レベル信号、および、前記包絡線信号に基づいて、スケーリン
グされた包絡線信号を生成するように構成されたスケーリングモジュールを含み、前記包
絡線トラッカーはさらに、較正データに基づいて前記スケーリングされた包絡線信号のス
ケーリング量を制御して、前記包絡線トラッカーの包絡線振幅不整合を補償するように構
成された較正モジュールをさらに含み、
　前記包絡線トラッカーは、前記電源電圧の電圧レベルを、前記スケーリングされた包絡
線信号に基づいて制御するように構成される、携帯装置。
【請求項９】
　前記包絡線振幅不整合は、オフセット電圧または電力増幅器の利得エラーのうちの少な
くとも１つに関連づけられる、請求項８に記載の携帯装置。
【請求項１０】
　前記スケーリングモジュールは、前記較正データと前記電力制御レベル信号との乗算に
基づいて、前記スケーリングされた包絡線信号を生成する、請求項８に記載の携帯装置。
【請求項１１】
　前記包絡線トラッカーはさらに、複数のスケーリングされた包絡線信号振幅を複数の電
源電圧レベルに関連づける整形データを含む包絡線整形テーブルを含み、前記包絡線トラ
ッカーは、前記整形データに基づいて、前記電源電圧の前記電圧レベルを制御するように
構成される、請求項８に記載の携帯装置。
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【請求項１２】
　前記整形データは、前記電力増幅器の第１の利得圧縮において生成されて、前記複数の
スケーリングされた包絡線信号振幅の各々を、前記複数の電源電圧レベルのうちの対応す
る１つにマッピングする、請求項１１に記載の携帯装置。
【請求項１３】
　前記包絡線トラッカーは、さらに、前記整形データに基づいて、電池電圧から前記電源
電圧を生成するように構成されたモジュレータを含む、請求項１１に記載の携帯装置。
【請求項１４】
　前記包絡線トラッカーは、さらに、前記整形データに基づいて、前記モジュレータのア
ナログ入力信号を生成するように構成された、デジタル－アナログ変換器を含む、請求項
１３に記載の携帯装置。
【請求項１５】
　前記トランシーバは、前記電力増幅器の出力電力レベルを検出するように構成された電
力検出器をさらに備える、請求項８に記載の携帯装置。
【請求項１６】
　前記電力増幅器の出力に電気的に結合された方向性結合器をさらに備え、前記電力検出
器は、前記方向性結合器を用いて前記電力増幅器の出力電力を測定するように構成される
、請求項１５に記載の携帯装置。
【請求項１７】
　電力増幅器システムにおける包絡線トラッキングの方法であって、前記方法は、
　可変利得増幅器を用いることにより、無線周波数入力信号を増幅して、増幅された無線
周波数入力信号を生成することと、
　利得制御レベル信号を用いることにより、可変利得増幅器の可変利得を制御することと
、
　電力増幅器を用いることにより、前記増幅された無線周波数入力信号を増幅して、無線
周波数出力信号を生成することと、
　包絡線トラッカーを用いることにより、前記電力増幅器のための電源電圧を生成するこ
ととを備え、前記電源電圧を生成することは、電力制御レベル信号、および、前記無線周
波数入力信号の包絡線に関連して変化する包絡線信号に基づいて、スケーリングされた包
絡線信号を生成することと、較正データに基づいて前記スケーリングされた包絡線信号の
スケーリング量を制御して、前記包絡線トラッカーの包絡線振幅不整合を補償することと
、前記スケーリングされた包絡線信号に基づいて、前記電源電圧の電圧レベルを制御する
こととを含む、方法。
【請求項１８】
　前記スケーリングされた包絡線信号を生成することは、前記較正データと前記電力制御
レベル信号とを乗算することを含む、請求項１７に記載の方法。
【請求項１９】
　前記電源電圧を生成することは、さらに、前記包絡線トラッカーの整形テーブルを用い
て、複数のスケーリングされた包絡線信号振幅を、複数の電源電圧レベルにマッピングす
ることを含む、請求項１７に記載の方法。
【請求項２０】
　前記電源電圧を生成することは、さらに、デジタル－アナログ変換器を用いることによ
り、前記整形データをアナログ信号に変換することと、
　モジュレータおよび前記アナログ信号を用いることにより、電池電圧から前記電源電圧
を生成することとをさらに備える、請求項１９に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施の形態は電子システム、特に無線周波数（ＲＦ）エレクトロニクスに関す
る。
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【背景技術】
【０００２】
　電力増幅器は、送信用のＲＦ信号を増幅するために、携帯電話に含めることができる。
たとえばグローバルシステムフォアモバイルコミュニケーションズ（ＧＳＭ（登録商標）
）、符号分割多元接続（ＣＤＭＡ）および広帯域符号分割多元接続（Ｗ－ＣＤＭＡ（登録
商標））システムに見られる、時分割多元接続（ＴＤＭＡ）アーキテクチャを有する携帯
電話では、アンテナを介して送信するためのＲＦ信号を増幅するために、電力増幅器を用
いることができる。ＲＦ信号の増幅を管理することは重要であり得る。なぜなら、所望の
送信電力レベルは、ユーザがどれだけ基地局および／または移動環境から離れているかに
依存するからである。経時的にＲＦ信号の電力レベルを規制する助けに電力増幅器を用い
ることができ、割当てられた受信タイムスロットでの送信による信号の干渉を防止する。
【０００３】
　特定の入力電力レベルでの電力増幅器の電力効率は、回路部品やレイアウト、電力増幅
器の負荷、および／または電力増幅器の供給電圧を含む、さまざまな要因の関数となり得
る。電力増幅器の効率の改善を助けるために、包絡線トラッキングとして知られている技
術を用いることができ、電力増幅器の電源の電圧レベルが、ＲＦ信号の包絡線に関連して
変わる。このように、ＲＦ信号の包絡線が大きくなると、電力増幅器に与えられる電圧を
増やすことができる。同様に、ＲＦ信号の包絡線が下がると、電力増幅器に与えられる電
圧は消費電力を減らすために下げることができる。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　特定の実施の形態において、本開示は包絡線トラッキングシステムを較正する方法に関
する。当該方法は包絡線トラッカーを用いて電力増幅器用の供給電圧を生成することを含
み、包絡線トラッカーは電力増幅器の所望の利得圧縮で生成された包絡線整形テーブルを
有する。本方法は、第１の電圧レベルで電力増幅器の供給電圧を動作することを含み、第
１の電圧レベルは電力増幅器の実質的にゼロの利得圧縮に対応付けられる。本方法は、第
１の電圧レベルでの電力増幅器の出力電力を測定すること、供給電圧の電圧レベルを１回
以上減少させて各電圧レベルでの出力電力を測定すること、所望の利得圧縮とほぼ等しい
利得圧縮に対応付けられる電力増幅器の第２の電圧レベルを決定すること、および決定に
基づき包絡線トラッカーを較正することをさらに含む。
【０００５】
　さまざまな実施の形態において、本方法は、包絡線信号の振幅をスケーリングしてスケ
ーリングされた包絡線信号を生成することをさらに含み、生成された供給電圧は少なくと
も部分的にスケーリングされた包絡線信号に基づいている。
【０００６】
　一部の実施の形態において、包絡線整形テーブルは、複数のスケーリングされた包絡線
信号の振幅を複数の供給電圧レベルに関連付ける整形データを含む。
【０００７】
　いくつかの実施の形態において、本方法は、整形データおよびスケーリングされた包絡
線信号を用いて、電池電圧から供給電圧を生成することをさらに含む。
【０００８】
　いくつかの実施の形態に従い、整形データはデジタルフォーマットにあり、本方法は整
形データをアナログフォーマットに変換することを含む。
【０００９】
　特定の実施の形態において、供給電圧の電圧レベルを減少させることは、包絡線トラッ
カーの較正データを変えて供給電圧を減少させることを含む。
【００１０】
　一部の実施の形態において、決定に基づき包絡線トラッカーを較正することは、第２の
電圧レベルに対応する較正データの値にほぼ等しい較正データの値を選択することを含む
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。
【００１１】
　いくつかの実施の形態に従い、包絡線信号の振幅をスケーリングすることは、包絡線信
号を、較正データによって少なくとも部分的に決定されたスケーリングファクタで乗算す
ることを含む。
【００１２】
　さまざまな実施の形態において、スケーリングファクタはトランシーバからの電力制御
信号によってさらに決定される。
【００１３】
　一部の実施の形態において、第１の電圧レベルでの電力増幅器の出力電力を測定するこ
とは、方向性結合器と電力増幅器の出力に電気的に結合される電力検出器とを用いて、出
力電力を測定することを含む。
【００１４】
　いくつかの実施の形態において、第１の電圧レベルは電力増幅器の最大供給電圧とほぼ
等しい。
【００１５】
　いくつかの実施の形態に従い、供給電圧の電圧レベルを１回以上減少させることは、電
圧レベルを別個の段階で減少させることを含む。
【００１６】
　さまざまな実施の形態において、供給電圧の電圧レベルを１回以上減少させ、各電圧レ
ベルでの出力電力を測定することは、電圧レベルを連続的に減少させ、出力電力を複数の
別個の電圧レベルで測定することを含む。
【００１７】
　特定の実施の形態において、本開示は、プロセッサによって実行されると、包絡線トラ
ッキングシステムを較正する方法を行なう命令を含むコンピュータ読取可能記憶媒体に関
する。当該方法は、包絡線トラッカーを用いて電力増幅器用の供給電圧を生成することを
含み、包絡線トラッカーは電力増幅器の所望の利得圧縮で生成された包絡線整形テーブル
を有する。本方法は、第１の電圧レベルで電力増幅器の供給電圧を動作することを含み、
第１の電圧レベルは電力増幅器の実質的にゼロの利得圧縮に対応付けられる。本方法は、
第１の電圧レベルでの電力増幅器の出力電力を測定すること、１回以上供給電圧の電圧レ
ベルを減少させて各電圧レベルでの出力電力を測定すること、所望の利得圧縮とほぼ等し
い利得圧縮に対応付けられる電力増幅器の第２の電圧レベルを決定すること、および決定
に基づき包絡線トラッカーを較正することをさらに含む。
【００１８】
　特定の実施の形態において、本開示は、電力増幅器と、電力増幅器用の供給電圧を生成
するよう構成された包絡線トラッカーとを含む電力増幅システムに関する。包絡線トラッ
カーは、電力増幅器の所望の利得圧縮で生成された包絡線整形テーブルを有する整形モジ
ュールと、包絡線信号の振幅をスケーリングし、かつスケーリングされた包絡線信号の振
幅を整形モジュールに与えるよう構成されているスケーリングモジュールとを含む。電力
増幅システムはさらに、電力増幅器の出力に電気的に接続される方向性結合器と、方向性
結合器に電気的に接続され、方向性結合器を用いて電力増幅器の出力電力を測定するよう
構成されている電力検出器と、スケーリングモジュールによって生成されたスケーリング
された包絡線信号振幅を変えるよう、較正データをスケーリングモジュールに与えるよう
構成されている較正モジュールとを含む。較正モジュールは、較正データを、実質的にゼ
ロの利得圧縮に対応付けられる供給電圧の電圧レベルに対応する第１の値に設定し、電力
検出器が電力増幅器の利得圧縮が所望の利得圧縮とほぼ等しいことを示すまで、較正デー
タを変えることにより、供給電圧の電圧レベルを減少するよう構成されている。
【００１９】
　さまざまな実施の形態において、包絡線整形テーブルは、複数のスケーリングされた包
絡線信号振幅を複数の供給電圧レベルに関連付ける整形データを含む。
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【００２０】
　一部の実施の形態において、電力増幅システムは、整形データを用いて、電池電圧から
供給電圧を生成するよう構成されているモジュレータをさらに含む。
【００２１】
　いくつかの実施の形態において、電力増幅システムは、モジュレータで使用できるよう
、整形データをアナログデータに変換するためのデジタル－アナログ変換器をさらに含む
。
【００２２】
　いくつかの実施の形態に従い、電力増幅システムは、電力検出器に電気的に接続される
電力制御モジュールをさらに含む。
【００２３】
　特定の実施の形態において、スケーリングモジュールは、電力制御モジュールから電力
制御信号を受取り、電力制御信号を用いてスケーリングされた包絡線信号振幅を変えるよ
うさらに構成されている。
【００２４】
　一部の実施の形態において、スケーリングモジュールは、較正データを電力制御信号で
乗算してスケーリングファクタを生成するよう、および包絡線信号の振幅をスケーリング
ファクタで乗算して、スケーリングされた包絡線信号振幅を生成するよう構成されている
。
【００２５】
　さまざまな実施の形態において、較正データの第１の値は、電力増幅器の最大供給電圧
にほぼ対応する。
【００２６】
　一部の実施の形態において、電力増幅システムは、入力が電力増幅器の出力および方向
性結合器に電気的に接続され、出力がアンテナに電気的に接続されるデュプレクサをさら
に含む。
【００２７】
　特定の実施の形態において、本開示は電力増幅システムを較正する方法に関する。当該
方法は包絡線トラッカーを用いて電力増幅器用の供給電圧を生成することを含み、包絡線
トラッカーは電力増幅器の所望の利得圧縮で生成された包絡線整形テーブルを有する。本
方法は、第１の電圧レベルおよび電力増幅器の目標電力に対応付けられる第１の入力電力
レベルで、電力増幅器の供給電圧を動作することを含む。本方法は、第１の入力電力レベ
ルでの電力増幅器の出力電力を測定して電力利得を決定すること、電力増幅器の入力電力
を１回以上増加させて、各入力電力レベルでの出力電力を測定すること、所望の利得圧縮
にほぼ等しい電力増幅器の利得圧縮に対応する第２の入力電力レベルを決定すること、お
よび決定に基づき電力増幅システムを較正することをさらに含む。
【００２８】
　さまざまな実施の形態において、本方法は、電力増幅器の入力を駆動するよう構成され
ている可変利得増幅器の利得を変えるために較正データを用いることをさらに含む。
【００２９】
　一部の実施の形態において、電力増幅器の入力電力を１回以上増加させることは、可変
利得増幅器の利得を１回以上増加させるよう、較正データを変えることを含む。
【００３０】
　いくつかの実施の形態において、決定に基づき電力増幅システムを較正することは、第
２の入力電力レベルに対応する較正データの値とほぼ等しい較正データの値を選択するこ
とを含む。
【００３１】
　特定の実施の形態において、本方法はさらに、トランシーバから電力制御信号を用いて
可変利得増幅器の利得をさらに制御することを含む。
【００３２】
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　いくつかの実施の形態に従い、本方法はさらに、較正データを電力制御信号で乗算する
ことにより、可変利得増幅器の利得を制御することを含む。
【００３３】
　いくつかの実施の形態において、第１の入力電力レベルでの電力増幅器の出力電力を測
定して電力利得を決定することは、方向性結合器と電力増幅器の出力に電気的に結合され
る電力検出器とを用いて出力電力を測定することを含む。
【００３４】
　特定の実施の形態において、本開示は、プロセッサによって実行されると、電力増幅シ
ステムを較正する方法を行なう命令を含むコンピュータ読取可能記憶媒体に関する。当該
方法は包絡線トラッカーを用いて電力増幅器用の供給電圧を生成することを含み、包絡線
トラッカーは電力増幅器の所望の利得圧縮で生成された包絡線整形テーブルを有する。本
方法は、第１の電圧レベルおよび電力増幅器の目標電力に対応付けられる第１の入力電力
レベルで、電力増幅器の供給電圧を動作することを含む。本方法は、第１の入力電力レベ
ルでの電力増幅器の出力電力を測定して電力利得を決定すること、電力増幅器の入力電力
を１回以上増加させて、各入力電力レベルでの出力電力を測定すること、所望の利得圧縮
にほぼ等しい電力増幅器の利得圧縮に対応する第２の入力電力レベルを決定すること、お
よび決定に基づき電力増幅システムを較正することをさらに含む。
【００３５】
　特定の実施の形態において、本開示は、電力増幅器、電力増幅器の入力を駆動するよう
構成されている可変利得増幅器と、電力増幅器用の供給電圧を生成するよう構成されてい
る包絡線トラッカーとを含む電力増幅システムに関する。包絡線トラッカーは、電力増幅
器の所望の利得圧縮で生成される包絡線整形テーブルを含む。本電力増幅システムはさら
に、電力増幅器の出力に電気的に接続される方向性結合器と、方向性結合器に電気的に接
続され、方向性結合器を用いて電力増幅器の出力電力を測定するよう構成されている電力
検出器と、電力増幅器の入力電力を制御するよう、較正データを可変利得増幅器に与える
よう構成されている較正モジュールとをさらに含む。較正モジュールは、供給電圧の電圧
レベルおよび電力増幅器の目標電力に対応付けられる電力増幅器の入力電力レベルに対応
する第１の値に較正データを設定し、電力検出器が電力増幅器の利得圧縮が所望の利得圧
縮とほぼ等しいことを示すまで、較正データを変えることにより、電力増幅器の入力電力
を増加するよう構成されている。
【００３６】
　さまざまな実施の形態において、電力増幅システムは、電力検出器に電気的に接続され
る電力制御モジュールをさらに含む。
【００３７】
　一部の実施の形態において、電力制御モジュールは、可変利得増幅器の利得を制御する
ための電力制御信号を生成するよう構成されている。
【００３８】
　いくつかの実施の形態において、電力増幅システムは、可変利得増幅器の利得を制御す
るための利得制御信号を生成するために、較正データを電力制御信号で乗算するための乗
算器を含む。
【００３９】
　特定の実施の形態に従い、電力増幅システムは、入力が電力増幅器の出力および方向性
結合器に電気的に接続され、出力がアンテナに電気的に接続されるデュプレクサをさらに
含む。
【図面の簡単な説明】
【００４０】
【図１】１つ以上の電力増幅モジュールを含むことができる例示的に無線装置の概略ブロ
ック図である。
【図２】包絡線トラッカーを有する電力増幅システムの一例の概略ブロック図である。
【図３Ａ】電源電圧対時間の一例を示す図である。
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【図３Ｂ】電源電圧対時間の一例を示す図である。
【図４】包絡線トラッカーを有する電力増幅システムの別の例の概略ブロック図である。
【図５】供給電圧および利得対入力電力の一例を示すプロット図である。
【図６】一実施の形態に従う電力増幅システムの概略ブロック図である。
【図７】別の実施の形態に従う電力増幅システムの概略ブロック図である。
【図８】一実施の形態に従う電力増幅システムを較正する方法を示すフローチャート図で
ある。
【図９】別の実施の形態に従う電力増幅システムを較正する方法を示すフローチャート図
である。
【発明を実施するための形態】
【００４１】
　実施の形態の詳細な説明
　ここにある見出しは便宜上のものであり、クレームに記載の発明の範囲または意味を必
然的に影響するものではない。
【００４２】
　ＲＦ信号の包絡線に関連して電力増幅器の供給電圧を変動させる場合に、電力増幅器の
特定の性能特性を維持するのは難しいことがある。たとえば、システム内の部品間の変更
は、包絡線電圧と、包絡線トラッカーによって生成された対応付けられる電源電圧との不
整合をもたらすことがあり、広い動的範囲にわたって包絡線信号をトラッキングする場合
に、相対的に一定の利得圧縮を維持することが難しくなる。その誤りを補償するよう電力
増幅器を較正できるが、その較正はＤＣオフセット電圧、挿入損失および／または包絡線
おける利得および信号経路の変動によって複雑となる。
【００４３】
　改良された電力増幅器のニーズがある。さらに、包絡線トラッキング較正のための改良
された装置および方法のニーズがある。
【００４４】
　図１は、１つ以上の電力増幅モジュールを含むことができる例示的無線装置１１の概略
ブロック図である。無線装置１１は、本開示の１つ以上の特徴を実施する電力増幅器を含
むことができる。
【００４５】
　図１に示される例示的無線装置１１は、マルチバンド／マルチモード携帯電話といった
マルチバンドおよび／またはマルチモード装置を表わすことができる。一例として、グロ
ーバルシステムフォアモバイル（ＧＳＭ）コミュニケーションズ基準は、世界の多くのと
ころで用いられているデジタルセルラー通信のモードである。ＧＳＭモード携帯電話は４
つの周波数帯域：850MHz(Tx用は約824-849MHz、Rx用は869-894MHz)、900MHz(Tx用は約880
-915MHz、Rx用は925-960MHz)、1800 MHz(Tx用は約1710-1785MHz、Rx用は1805-1880MHz)、
および1900MHz(Tx用は約1850-1910MHz、Rx用は1930-1990MHz)のうちの１つ以上で動作可
能である。ＧＳＭ帯域の変形および／または地域的／国別実施も、世界の異なる場所で用
いられている。
【００４６】
　符号分割多元接続（ＣＤＭＡ）は、携帯電話装置で実施できる別の基準である。特定の
実施において、ＣＤＭＡ装置は８００ＭＨｚ、９００ＭＨｚ、１８００ＭＨｚ、および１
９００ＭＨｚの帯域の１つ以上で動作可能であるのに対して、特定のＷＣＤＭＡ（登録商
標）およびロングタームエボリューション（ＬＴＥ）装置は、たとえば約２２の無線周波
数スペクトル帯域で動作可能である。
【００４７】
　本開示の１つ以上の特徴は、上記の例示的モードおよび／または帯域、および他の通信
基準で実施することができる。たとえば、３Ｇ、４Ｇ、ＬＴＥおよびアドバンスドＬＴＥ
はこのような基準の非限定的例である。
【００４８】
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　特定の実施の形態において、無線装置１１は、デュプレクサ１２、トランシーバ１３、
アンテナ１４、電力増幅器１７、制御コンポーネント１８、コンピュータ読取可能媒体１
９、プロセッサ２０、電池２１、および包絡線トラッカー２２を含むことができる。
【００４９】
　トランシーバ１３は、アンテナ１４を介して送信するＲＦ信号を生成することができる
。さらに、トランシーバ１３は、アンテナ１４からの入来ＲＦ信号を受取ることができる
。
【００５０】
　ＲＦ信号の送信および受信に関わるさまざまな機能は、図１において集合的にトランシ
ーバ１３として示されている１つ以上のコンポーネントによって行なうことができること
は理解されるであろう。たとえば、送信および受信機能は別々のコンポーネントによって
提供され得る。
【００５１】
　同様に、ＲＦ信号の送信および受信に伴うさまざまなアンテナの機能も、図１において
集合的にアンテナ１４として示される１つ以上のコンポーネントによって達成できること
も理解されるであろう。たとえば、１本のアンテナで送信および受信機能の両方を提供す
るよう構成可能である。別の例では、送信および受信機能は、別々のアンテナによって提
供され得る。さらに別の例では、無線装置１１に伴う異なる帯域は、１つ以上のアンテナ
によって提供できる。
【００５２】
　図１において、トランシーバ１３からの１つ以上の出力信号は、１つ以上の送信経路１
５を介してアンテナ１４に与えられるものとして示されている。示される実施例において
、異なる送信経路１５は、異なる帯域および／または異なる電力出力に対応する出力経路
を示し得る。たとえば、図示されている２つの例示的電力増幅器１７は、異なる電力出力
構成（たとえば、低い電力出力および高い電力出力）に対応する増幅、および／または異
なる帯域に対応する増幅を表わし得る。図１では無線装置１１が２本の送信経路１５を含
むものとして示されているが、無線装置１１は、より多くの、または少ない送信経路１５
を含むよう適合できる。
【００５３】
　図１において、アンテナ１４からの１つ以上の検出信号は、１つ以上の受信経路１６を
介してトランシーバ１３に与えられるものとして示されている。図示されている実施例で
は、異なる受信経路１６は異なる帯域に対応する経路を表わし得る。たとえば、４つの例
示的経路１６は、一部の無線装置に設けられているクワッドバンド機能を表わし得る。図
１では無線装置１１が４本の受信経路１６を含むものとして示されているが、無線装置１
１はより多くのまたは少ない受信経路１６を含むよう適合できる。
【００５４】
　受信経路と送信経路との切換を容易にするために、デュプレクサ１２はアンテナ１４を
選択された送信または受信経路に電気的に接続するよう構成可能である。こうして、デュ
プレクサ１２は、無線装置１１の動作に対応するいくつかの切換機能を提供し得る。特定
の実施の形態において、デュプレクサ１２は、たとえば異なる帯域での切換、異なる電力
モード間での切換、送信モードおよび受信モード間の切換、またはそのうちのいくつかの
組合せに対応する機能を提供するよう構成されているいくつかのスイッチを含むことがで
きる。デュプレクサ１２はさらに、信号のフィルタ処理を含む、付加的機能を提供するよ
う構成可能である。
【００５５】
　図１は、特定の実施の形態において、制御コンポーネント１８が設けられ得ることを示
し、このようなコンポーネントは、デュプレクサ１２、電力増幅器１７、包絡線トラッカ
ー２２、および／または他の動作コンポーネントの動作に対応するさまざまな制御機能を
提供するよう構成可能である。制御コンポーネント１８の限定的でない例は以下でより詳
細に説明される。
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【００５６】
　特定の実施の形態において、プロセッサ２０はここに記載されているさまざまな工程の
実現を容易にするよう構成可能である。説明の便宜上、本開示の実施の形態は、フローチ
ャート図および／または方法、装置（システム）およびコンピュータプログラムプロダク
トのブロック図を参照して説明される。フローチャートおよび／またはブロック図の各ブ
ロック、ならびにフローチャート図および／またはブロック図のブロックの組合せは、コ
ンピュータプログラム命令によって実現できることは理解されるであろう。これらのコン
ピュータプログラム命令は、汎用コンピュータ、特殊目的コンピュータ、またはマシンを
もたらす他のプログラム可能データ処理装置のプロセッサに与えることができ、これら命
令はコンピュータや他のプログラム可能データ処理装置のプロセッサを介して実行される
が、フローチャートおよび／またはブロック図のブロックに示される動作を実施するため
の手段をもたらす。
【００５７】
　特定の実施の形態において、これらコンピュータプログラム命令は、コンピュータまた
は他のプログラム可能なデータ処理装置を特定の態様で動作させ得るコンピュータ読取可
能メモリ１９にも記憶することができ、コンピュータ読取メモリに記憶されているこれら
命令は、フローチャートおよび／またはブロック図のブロックに特定される動作を実施す
る命令手段を含む物品をもたらす。コンピュータプログラム命令はコンピュータまたは他
のプログラム可能データ処理装置にロードされて、コンピュータまたは他のプログラム可
能装置に一連の動作を実行させてコンピュータ実施処理をもたらし、それによりコンピュ
ータまたは他のプログラム可能装置で実行される命令は、フローチャートおよび／または
ブロック図のブロックに特定される動作を実施するためのステップを提供する。
【００５８】
　図示されている無線装置１１は包絡線トラッカー２２をさらに含み、これは１つ以上の
電力増幅器１７に電源電圧を与えるために用いることができる。たとえば、包絡線トラッ
カー２２は、増幅するべきＲＦ信号の包絡線に基づき、電力増幅器１７に与えられる供給
電圧を制御するよう構成可能である。
【００５９】
　包絡線トラッカー２２は電池２１に電気的に接続でき、包絡線トラッカー２２は、増幅
するべきＲＦ信号の包絡線に基づき、電力増幅器１７に与えられる電圧を変動または変更
するよう構成可能である。電池２１は、たとえばリチウムイオン電池を含む、無線装置１
１で使用するのに適切な電池である。以下でより詳細に説明するように、電力増幅器に与
えられる電圧を制御することにより、電池２１の消費電力を減らすことができ、それによ
り無線装置１１の性能を向上させる。包絡線信号は、トランシーバ１３から包絡線トラッ
カー２２に与えることができる。しかし、包絡線信号は他の態様でも決定することができ
る。たとえば、包絡線信号は、適切な包絡線検出器を用いて、ＲＦ信号の包絡線を検出す
ることにより、決定できる。
【００６０】
　図２は包絡線トラッカーを有する電力増幅システム５０の一例を示す概略ブロック図で
ある。図示される電力増幅システム５０は、電池２１、電力増幅器３２、マルチレベル供
給モジュール５１、供給電圧選択モジュール５２、および供給電圧調整モジュール５４を
含む。以下で説明するように、マルチレベル供給モジュール５１、供給電圧選択モジュー
ル５２、および供給電圧調整モジュール５４は、包絡線信号に対応して電源電圧ＶCCを変
動または変更するよう構成されている包絡線トラッカーとして集合的に動作可能である。
【００６１】
　電力増幅器３２は、ＲＦ信号ＲＦINを受取るよう構成されている入力と、増幅されたＲ
Ｆ信号ＲＦOUTを生成するよう構成されている出力とを含む。さらに、電力増幅器３２は
、電源電圧ＶCCを用いて電源投入される。
【００６２】
　マルチレベル供給モジュール５１は、電池２１から複数の電源を生成することができる
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。たとえば、マルチレベル供給モジュール５１を使って電池２１からｎの電源を生成する
ことができ、ここでｎは整数である。マルチレベル供給モジュール５１によって生成され
る各電源は、電池電圧より大きい、より小さい、または等しい電圧レベルを有することが
できる。ある実施において、マルチレベル供給モジュール５１は昇降圧コンバータを含む
。
【００６３】
　供給電圧選択モジュール５２は、ＲＦ信号ＲＦINの包絡線を受取ることができ、マルチ
レベル供給モジュール５１によって生成された電源の中から選択して、包絡線信号をトラ
ッキングするために用いるのに最も適する供給電圧レベルを供給電圧調整モジュール５４
に提供することができる。たとえば、供給電圧選択モジュール５２は、相対的に少しだけ
包絡線電圧よりも大きい供給電圧を供給電圧調整モジュール５４に与えることができる。
その後、供給電圧調整モジュール５４は供給電圧を相対的に微調整して、包絡線トラッキ
ング電源電圧ＶCCを生成する。マルチレベル供給モジュール５１、供給電圧選択モジュー
ル５２、および電圧調整モジュール５４を含むことにより、包絡線トラッキングシステム
の設計上の制約を減らすことができ、それにより単一のトラッキングまたは選択モジュー
ルしか用いないスキームに対して、より高い柔軟性および向上した電力効率をシステムに
与えることができる。
【００６４】
　図２に示されるように、供給電圧調整モジュール５４はフィードバック配置で電気的に
接続されて、ＲＦ信号の包絡線に対する電圧供給ＶCCのトラッキングを高める助けをする
。供給電圧調整モジュール５４は、電源電圧ＶCCを生成するために、包絡線信号の線形ト
ラッキングを提供するよう構成されている１つ以上の増幅器を含むことができる。特定の
実施において、１つ以上の増幅器を１つ以上の加算器に電気的に接続してエラー信号の生
成を助けることができ、これは供給電圧選択モジュール５２によって選択された供給電圧
に加えることができる。図２は、電源電圧ＶCCが供給電圧調整モジュール５４に戻される
入力として提供されるフィードバック構成を示すが、特定の実施において、順方向の配置
を用いることもできる。
【００６５】
　図２に示されていないが、電力増幅システム５０は、電源電圧ＶCC生成における遅延を
補償するための遅延ブロックを含むことができる。たとえば、遅延ブロックはＲＦ信号Ｒ
ＦINと電力増幅器３２の入力との間に含めて、電力増幅器３２によって増幅された信号を
電源電圧ＶCCと整合させる助けをする。
【００６６】
　図３Ａ－図３Ｂは、電源供給電圧対時間の２つの例を示す。
　図３Ａにおいて、グラフ４７はＲＦ信号４１の電圧および電力増幅器の電源４３対時間
を示す。ＲＦ信号４１は包絡線４２を有する。
【００６７】
　電力増幅器の電源４３は、ＲＦ信号４１より大きい電圧を有するよう構成可能である。
たとえば、ＲＦ信号４１よりも電圧の大きさが小さい電力増幅器に供給電圧を与えること
は、ＲＦ信号をクリッピングすることになり、それにより信号の歪みおよび／または他の
問題を発生させる。したがって、電源４３は、ＲＦ信号４１の包絡線４２よりも高い電圧
の大きさを有するよう選択することができる。しかし、電源４３の電圧とＲＦ信号４１の
包絡線４２との差異を減らすのが望ましいこともある。なぜなら、電力増幅器の電源４３
とＲＦ信号４１の包絡線４２との間の領域はエネルギ損失を表わし得るからであり、これ
は電池の寿命を減らし、移動装置で発生する熱を増やす。
【００６８】
　図３Ｂにおいて、グラフ４８はＲＦ信号４１の電圧および電力増幅器電源４４対時間を
示す。図３Ａの電力増幅器電源４３に対して、図３Ｂの電力増幅器電源４４は、ＲＦ信号
４１の包絡線４２に対応して変わる。図３Ｂの電力増幅器電源４４とＲＦ信号４１の包絡
線４２との間の面積は、図３Ａの電力増幅器電源４３とＲＦ信号４１の包絡線４２との間
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の面積よりも小さいので、図３Ｂのグラフ４８は、より大きいエネルギ効率を有する電力
増幅システムに対応させることができる。図３Ｂは、たとえばここに記載されている包絡
線トラッキングシステムのような、一例の包絡線トラッキングシステムの出力を表わすこ
とができる。
【００６９】
　図４は、包絡線トラッカー２２を有する電力増幅システム６０の別の実施例の概略ブロ
ック図である。図示される電力増幅システム６０は、包絡線トラッカー２２、電力増幅器
３２、インダクタ６２、バイパスキャパシタ６３、インピーダンス整合ブロック６４、デ
ュプレクサ１２、およびアンテナ１４を含む。
【００７０】
　電力増幅器３２は、ＲＦ信号ＲＦINを受取り、増幅されたＲＦ信号ＲＦOUTを生成する
ことができる。包絡線トラッカー２２はＲＦ信号ＲＦINの包絡線を受取り、包絡線信号を
トラッキングする電力増幅器３２用の電力増幅器供給電圧ＶCCを生成することができる。
【００７１】
　図示される電力増幅器３２は、エミッタ、ベース、およびコレクタを有するバイポーラ
トランジスタ６１を含む。バイポーラトランジスタ６１のエミッタは、第１の電圧供給Ｖ

1に電気的に接続することができ、これはたとえば接地供給またはノードである。さらに
、ＲＦ信号ＲＦINは、バイポーラトランジスタ６１のベースに与えることができる。バイ
ポーラトランジスタ６１は、ＲＦ信号ＲＦINを増幅して、増幅されたＲＦ信号ＲＦOUTを
コレクタで生成することができる。バイポーラトランジスタ６１は任意の適切な装置であ
り得る。一実施において、バイポーラトランジスタ６１は、ヘテロ接合バイポーラトラン
ジスタ（ＨＢＴ）である。
【００７２】
　電力増幅器３２は、増幅されたＲＦ信号ＲＦOUTをデュプレクサ１２に与えるよう構成
可能である。電力増幅器３２とデュプレクサ１２との間の電気的接続を終わらせる助けと
して、インピーダンス整合ブロック６４を用いることができる。たとえば、インピーダン
ス整合ブロック６４を用いて、電力伝送を増加させ、および／または増幅されたＲＦ信号
ＲＦOUTの反射を減少させることができる。特定の実施において、インダクタ６２は、イ
ンピーダンス整合ブロック６４の一部として動作するよう構成可能である。
【００７３】
　インダクタ６２は、包絡線トラッカー２２によって生成された電力増幅器電源電圧ＶCC

で電力増幅器３２をバイアスする助けをする。インダクタ６２は、包絡線トラッカー２２
に電気的に接続される第１の端部と、バイポーラトランジスタ６１のコレクタに電気的に
接続される第２の端部とを含むことができる。バイパスキャパシタ６３は、電源ＶCCに電
気的に接続される第１の端部と、第１の電圧供給Ｖ1に電気的に接続される第２の端部と
を有することができ、多様な機能を実施できる。たとえば、バイパスキャパシタ６３を含
めることにより、供給電圧ＶCCのノイズを減らし、および／または電力増幅器３２の出力
を安定化させることができる。付加的に、バイパスキャパシタ６３を用いて、インダクタ
６２用のＲＦおよび／またはＡＣ接地を与えることができる。
【００７４】
　図４は電力増幅器３２の１つの実施を示すが、当業者ならここに記載されている教示は
、たとえば多段電力増幅器構造および他のトランジスタ構造を用いる電力増幅器を含む、
多様な電力増幅器構造に適用できることは理解できるであろう。たとえば、一部の実施に
おいて、バイポーラトランジスタ６１を省いて、たとえばシリコンＦＥＴといった電界効
果トランジスタ（ＦＥＴ）、ガリウムヒ素（ＧａＡｓ）高電子移動度トランジスタ（ＨＥ
ＭＴ）、または横方向に拡散した金属酸化膜半導体（ＬＤＭＯＳ）トランジスタを代わり
に用いることができる。
【００７５】
　図５は、供給電圧および利得対入力電力の一例を示すプロット７０である。プロット７
０は、ボルトで表わされる電力増幅器の電源電圧対ｄＢｍで表わされる入力電力を示す第
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１の曲線７１を含む。プロット７０はさらに、ｄＢで表わされる電力増幅器の利得対電力
増幅器用のｄＢｍで表わされる電力増幅器の入力電力を示す第２の曲線７２を含む。
【００７６】
　第１の曲線７１および第２の曲線７２は、入力電力に対して電力増幅器の電源電圧レベ
ルを増加させることにより、入力電力が増加しても電力増幅器の利得が相対的に一定に維
持できることを示す。たとえば、第２曲線７２に示される利得は、入力電力レベルを約－
１５ｄＢｍから約２２ｄＢｍに増加させた場合に、電源電圧を約１Ｖから約６Ｖに増加さ
せることにより、約１３．２５ｄＢの大きさで相対的に一定に維持されることを示す。
【００７７】
　包絡線トラッキングを行なう場合、電源電圧レベルと包絡線信号の入力電力との間の差
を制御することにより、電力増幅器の相対的に一定した利得圧縮を維持することができる
。包絡線信号の振幅に対する電源電圧の振幅の制御を助けるために、包絡線トラッカーは
複数の所望の電圧供給振幅を複数の包絡線信号振幅に対応付けるデータを含む、目標の利
得圧縮で生成された包絡線整形テーブルを含むことができる。
【００７８】
　包絡線整形テーブルを用いる場合、電力増幅システム内での部品間の変更は、生成され
た電源電圧と実際の入力電力との不整合をもたらし得る変動を引起し得る。たとえば、オ
フセット電圧、電力増幅器の利得エラー、および／または他の多様な要因は、電源電圧の
振幅と包絡線信号の入力電力との間の不整合をもたらし得る。さまざまな理由により、従
来の較正技術を用いてこれらの誤りを補償するのは難しい。たとえば、電力増幅器は、電
力増幅器の出力とアンテナとの間に電気的に接続されるデュプレクサを含むことができ、
デュプレクサの挿入損失における変動により、アンテナでの電力測定を電力増幅器の電源
電圧に相関させることは難しい。したがって、デュプレクサの損失の不確かさおよび／ま
たは電力増幅器出力とアンテナとの間の他の損失は、較正を複雑にする。
【００７９】
　包絡線振幅不整合についての部品間の変動および／またはの他の影響する要因に対応す
るため、電力増幅システムは、包絡線振幅不整合誤りを考慮するマージンを含むよう設計
できる。たとえば、利得圧縮は、増幅器の最大出力電力レベル近くにあって、ＲＦ信号に
おける歪みをもたらし、電力増幅器は歪みに対する付加的ヘッドルームをもたらすために
、増加した電源電圧で動作できる。しかし、電源電圧の増加は、電力増幅器の効率を下げ
得る。
【００８０】
　電力増幅器の効率を増加させるための、および包絡線振幅不整合による増幅されたＲＦ
信号の歪みを避けるために、電力増幅システムの較正を向上させるニーズがある。さらに
、工場での設定における較正コストを減らし、および／または移動装置動作環境において
較正方法を動的に使用できるようにするために、相対的に迅速な較正時間を有する較正ス
キームのニーズがある。さらに、デュプレクサの損失不確定さおよび／または電力増幅器
の出力とアンテナとの損失を考慮した改良された較正システムのニーズがある。
【００８１】
　図６は、一実施の形態に従う電力増幅システム９８の概略ブロック図である。電力増幅
システム９８は、デュプレクサ１２、トランシーバ１３、アンテナ１４、電池２１、包絡
線トラッカー２２、電力増幅器入力段または可変利得増幅器（ＶＧＡ）３１、電力増幅器
３２、および方向性結合器８８を含む。
【００８２】
　図示される包絡線トラッカー２２は、較正モジュール８０、スケーリングモジュール８
１、整形テーブルモジュール８２、デジタル－アナログ変換器８３、モジュレータ８４、
および乗算器８７を含む。図示されているトランシーバ１３は、電力制御モジュール８５
および電力検出器８６を含む。以下でより詳細に説明するように、包絡線トラッカー２２
の較正モジュール８０を用いて、包絡線振幅不整合に対応するために包絡線トラッカー２
２を較正することができる。
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【００８３】
　図示されているトランシーバ１３は、包絡線信号を包絡線トラッカー２２に、およびＲ
Ｆ信号ＲＦINをＶＧＡ３１に与えるよう、構成されている。トランシーバ１３は電力制御
モジュール８５を含み、これを用いて電力増幅システム９８の電力レベルを調整する。た
とえば、電力制御モジュール８５は、第１の電力制御信号または利得制御レベル（ＧＣＬ
）をＶＧＡ３１に与え、これを用いてＶＧＡ３１の利得を制御する。付加的に、電力制御
モジュール８５は、第２の電力制御信号または電力制御レベル（ＰＣＬ）を包絡線トラッ
カー２２に与えることができ、これを用いて包絡線信号の振幅をスケーリングする。多様
な電力モードおよび／または他の電力設定にわたって電力増幅システム９８の電力レベル
を制御するために、および電力性能に影響を与える多様なシステムおよび／または動作パ
ラメータを補償するために、電力制御モジュール８５を用いることができる。
【００８４】
　電力制御モジュール８５の精度を高めるために、トランシーバ１３は電力検出器８６を
含むことができる。電力検出器８６は、電力増幅器３２の出力に位置付けられる方向性結
合器８８に電気的に結合されて、出力電力測定精度を向上させる。たとえば、方向性結合
器８８は、電力増幅器３２の出力とデュプレクサ１２の入力との間に位置付けられ、それ
により電力検出器８６はデュプレクサ１２の挿入ロスを含まない電力測定を生成すること
ができる。しかし、特定の実施において、方向性結合器８８は電力増幅器３２の出力に直
接位置付ける必要はない。たとえば、図６の破線は、デュプレクサ１２とアンテナ１４と
の間の方向性結合器８８の代替の位置を示している。
【００８５】
　スケーリングモジュール８１は電力制御モジュール８５から電力制御レベル（ＰＣＬ）
を受取り、ＰＣＬを用いて包絡線信号の振幅をスケーリングすることができる。スケーリ
ングされたまたは増幅された包絡線信号は、整形テーブルモジュール８２に与え、これは
複数のスケーリングされた包絡線信号振幅を複数の目標供給電圧レベルに対応付ける整形
データを有する整形テーブルを含むことができる。整形テーブルは、図５を参照して説明
したように、特定の目標利得圧縮で生成することができる。
【００８６】
　整形テーブルモジュール８２は、所望の供給電圧レベルを示すデータを含む信号を生成
し、その信号をモジュレータ８４に与えることができる。信号がデジタルフォーマットで
ある場合、たとえば信号が整形テーブルからの入力に対応する構成の実施では、デジタル
－アナログ変換器８３を用いて、信号をアナログフォーマットに変換することができる。
モジュレータ８４は電池２１に電気的に接続され、整形テーブルモジュール８２からの目
標供給電圧レベルに関連するデータを用いて、電力増幅器３２用の電源電圧ＶCCを生成す
ることができる。
【００８７】
　包絡線トラッカー２２は、較正モジュール８０を含み、これは多様な値に設定できる較
正データを含む。この較正データはスケーリングモジュール８１に与えることができ、ス
ケーリングモジュール８１は較正データを用いて、スケーリングされた振幅信号を整形テ
ーブルモジュール８２に与える前に、包絡線信号の振幅をスケーリングすることができる
。たとえば、図６に示されるように、乗算器８７は、較正モジュール８０からの較正デー
タを、電力制御モジュール８５からの電力制御レベル（ＰＣＬ）で、および包絡線信号で
、乗算して、スケーリングされた包絡線信号を生成するよう構成できる。しかし、スケー
リングモジュール８１は包絡線信号を適切な態様でスケーリングするよう、較正データを
用いることができる。
【００８８】
　較正モジュール８０は較正データを用いて、包絡線トラッカー２２を較正し、マルチス
テップ較正処理を用いて包絡線振幅不整合を修正する。たとえば、較正モジュール８０は
包絡線信号値を相対的に大きな量でスケーリングする値にまず較正データを設定し、それ
により整形テーブルモジュール８２に、電源電圧ＶCCをたとえば電力増幅器の最大電源電
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圧のような相対的に高い値に設定させる。電源の相対的に高い電圧は、電力増幅器３２の
実質的にゼロの利得圧縮に対応できる。
【００８９】
　上記のように、電力増幅システムが実質的にゼロの利得圧縮を有するよう構成されてい
る場合、電力検出器８６は電力増幅器３２の出力電力を測定するよう構成可能である。そ
の後、較正モジュール８０は較正データの状態または値を変えて、整形テーブルモジュー
ル８２によって生成された目標供給電圧を下げさせる。たとえば、スケーリングモジュー
ル８１は較正データを用いてスケーリングファクタを減少させ、それにより、整形テーブ
ル８２に目標の電源電圧を減少させる。
【００９０】
　電源電圧の各減少に対して、電力検出器８６は出力電力を測定し、出力電力測定を電力
制御モジュール８５に与えることができる。この情報を用いて、較正モジュール８０また
は他の適切なモジュールは、較正データの値が、整形テーブルモジュール８２の整形テー
ブルを生成するのに用いられた利得圧縮とほぼ等しい利得圧縮に対応したときを決定する
ことができる。たとえば、整形テーブルモジュール８２の整形テーブルが２ｄＢの利得圧
縮で生成された場合、較正モジュール８０は、電力増幅システムが実質的に利得圧縮がな
い状態で構成されたときに測定された出力電力よりも、電力検出器８６によって測定され
た出力電力が約２ｄＢ低いときを決定することができる。
【００９１】
　整形テーブルモジュール８２の整形テーブルを生成するのに用いられた利得圧縮と等し
い電力増幅器の利得圧縮に対応付けられる較正データは、電力増幅システム内に、たとえ
ば包絡線トラッカー２２のメモリに、保存することができる。この較正データを用いて、
電力増幅システムの包絡線振幅不整合を補償することができる。
【００９２】
　上記の較正スキームは相対的に低コストであり、相対的に短い時間を要し、様々な源か
らの包絡線振幅不整合誤りを考慮するために用いることができる。さらに、電力測定に電
力検出器８６を用いることは、較正を支持するために外部のテスト装置を用いる必要をな
くすことができる。
【００９３】
　特定の実施において、較正モジュール８０を用いて、製造の際に包絡線トラッカー２２
の工場レベルでの較正を行なうことができる。しかし、他の実施では、較正モジュール８
０はリアルタイム動作の際に包絡線トラッカー２２を定期的に較正することができ、それ
により温度や他の環境的要因による動的エラー、および／または経時的に包絡線振幅不整
合誤りを動的に変動させる動作条件を考慮する。較正は適切な時間帯で、たとえば電力増
幅システムがアンテナ１４を介して信号を送信していない特定の時間に、行なうことがで
きる。
【００９４】
　図７は、他の実施の形態に従う電力増幅システム９９の概略ブロック図である。電力増
幅システム９９は、デュプレクサ１２、トランシーバ１３、アンテナ１４、電池２１、包
絡線トラッカー２２、ＶＧＡ３１、電力増幅器３２、および方向性結合器８８を含む。
【００９５】
　図示される包絡線トラッカー２２は、スケーリングモジュール８１、整形テーブルモジ
ュール８２、デジタル－アナログ変換器８３、およびモジュレータ８４を含む。図７の電
力増幅システムは、上記の図６の電力増幅システムと類似し得る。しかし、図６に示され
る電力増幅システム９８に対して、図７に示される電力増幅システム９９は、ＶＧＡ３１
の利得を制御するための、較正モジュール９０および乗算器９１を含む。
【００９６】
　較正モジュール９０は、多様な値に設定できる較正データを含む。較正データを用いて
ＶＧＡ３１の利得を選択することができ、それにより電力増幅段３２に与えられる入力電
力を制御する。較正モジュール９０を用いて、以下で説明するように、包絡線トラッカー
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の包絡線振幅不整合を修正する。
【００９７】
　較正モジュール９０は較正データを用いて包絡線トラッカー２２を較正し、多段較正処
理で包絡線振幅不整合を修正する。たとえば、較正モジュール９０はＶＧＡ３１の利得を
まず最大電力制御レベルに設定するのに対して、包絡線トラッカー２２は公称値であり、
電力増幅システムの目標電力と一致する電源電圧を生成するよう構成可能である。
【００９８】
　電力増幅システムが目標電力を有するよう構成されている場合、較正モジュール９０は
ＶＧＡ３１の利得を上げるよう較正データの状態を変えることができ、それにより電力増
幅器３２の入力電力を増加させる。
【００９９】
　入力電力の各増加に対して、電力検出器８６は出力電力を測定し、その測定値を電力制
御モジュール８５に与えることができる。この情報を用いて、較正モジュール９０または
電力増幅システムの他の適切なコンポーメントは、較正データの値が、整形テーブルモジ
ュール８２の整形テーブルを生成するのに用いられた利得圧縮とほぼ等しい利得圧縮に対
応したときを決定することができる。たとえば、電力増幅器の利得が入力電力の増加によ
り目標電力に対応するものよりも下がると、電力増幅システムは電力増幅システムの利得
圧縮点を超えている。
【０１００】
　整形テーブルを生成するのに用いられた利得圧縮とほぼ等しい電力増幅器の利得圧縮に
対応する較正データは、電力増幅システム内に、たとえば包絡線トラッカー２２またはト
ランシーバ１３のメモリに、保存することができる。この較正データを用いて、電力増幅
システム９９の包絡線振幅不整合を補償することができる。電力制御モジュール８５がＶ
ＧＡ３１の利得をも変更可能とするために、較正モジュール９０および電力制御モジュー
ル８５の両方がＶＧＡ３１の利得を制御するよう、乗算器９１を含めることができる。し
かし、特定の実施において、乗算器９１は、加算器のように他のコンポーネントと置き換
える、または省略することができる。
【０１０１】
　図８は、一実施の形態に従う電力増幅システムを較正する方法１００を示すフローチャ
ートである。ここに記載されている方法はより多くのまたはより少ない動作を含むことが
でき、これら動作は必要に応じて任意の順序で行なうことができる。方法１００は、たと
えば図６に示される電力増幅システム９８を較正するために用いることができる。
【０１０２】
　当該方法１００はブロック１０２で始まる。次のブロック１０４では、所望の利得圧縮
で生成される整形テーブルを含む包絡線トラッカーを用いて電力増幅器の供給電圧が生成
される。電力増幅器の利得圧縮は、線形領域を超えて電力増幅器を過剰駆動させることに
よって引起される差動利得の減少を指し得る。こうして、整形テーブルは設計について利
得圧縮の許容可能なレベルであると決定される所望の利得圧縮で較正することができ、包
絡線整形テーブルは包絡線信号振幅を、所望の利得圧縮に対応する電源電圧レベルにマッ
ピングすることができる。整形テーブルは、複数のスケーリングされた包絡線信号振幅を
複数の目標電源電圧レベルに対応付ける整形データを含むことができる。
【０１０３】
　次のブロック１０６において、電力増幅器の供給電圧は、ＰＡの実質的にゼロの利得圧
縮に対応付けられる第１の電圧レベルで動作される。たとえば、電力増幅器を最大電源電
圧で動作させて、増幅された信号に対して最大のヘッドルームおよび実質的にゼロの利得
圧縮を与えることができる。
【０１０４】
　図８の方法１００はブロック１０８に続き、そこで電力増幅器の出力電力は第１の電圧
レベルで測定される。たとえば、電力検出器を用いて出力電力を測定することができる。
当業者なら、出力電力の測定は、電力に対して演算的に関連する電流、電圧、および／ま
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たは他のパラメータを測定し、その測定値から電力を計算することを含むと理解できるで
あろう。
【０１０５】
　次のブロック１１０において、供給電圧の電圧レベルは、１回以上減少させることがで
き、各電圧レベルでの出力電力を測定することができる。電圧レベルは別個に減少させる
ことができ、各減少の後に電力測定がなされる。しかし、特定の実施において、電圧レベ
ルは、連続的に減少させることができ、測定は別個の点で、または連続的に行なうことが
できる。電力測定は、電力検出器または他の適切なコンポーネントを用いて行なうことが
できる。一実施の形態において、供給電圧は、電力増幅システムの較正モジュールにおけ
る較正データを変えることにより減少させられる。
【０１０６】
　当該方法１００はブロック１１２に続き、そこで包絡線整形テーブルを生成するために
用いられた利得圧縮とほぼ等しい利得圧縮に対応する、電源供給の第２の電圧レベルが決
定される。たとえば、電圧レベルは、測定出力電力が包絡線整形テーブルの利得圧縮にほ
ぼ等しい量だけ第１の供給電圧での出力電力より下がるまで、減少させることができる。
【０１０７】
　次のブロック１１４において、包絡線トラッカーは、決定に基づき較正される。たとえ
ば、第２の電圧レベルでのシステムの状態に対応する較正データを記憶し、電力増幅シス
テムを較正するために用いることができる。方法１００は１１６で終わる。
【０１０８】
　図９は、他の実施形態に従う電力増幅システムを較正する方法を示すフローチャートで
ある。ここに記載されている方法はより多くのまたはより少ない動作を含むことができ、
これら動作は必要に応じて任意の順序で行なうことができる。方法１５０は、たとえば図
７に示される電力増幅システム９９を較正するために用いることができる。
【０１０９】
　当該方法１５０はブロック１５２で始まる。次のブロック１５４では、所望の利得圧縮
点で生成される整形テーブルを含む包絡線トラッカーを用いて電力増幅器の供給電圧が生
成される。整形テーブルは、複数のスケーリングされた包絡線信号振幅を複数の所望供給
電圧レベルに対応付ける整形データを含むことができる。
【０１１０】
　次のブロック１５６において、電力増幅器の供給電圧は、第１の電圧レベルおよび目標
電力に対応付けられる第１の入力電力レベルで動作される。たとえば、電力増幅器は、最
大値より低い供給電圧レベルで、および目標電力と整合する相対的に低い入力電力で、動
作可能である。
【０１１１】
　図９の方法１５０はブロック１５８に続き、そこでは電力増幅器の出力電力は、第１の
電圧レベルおよび第１の入力電力レベルで測定されて、電力利得を決定する。たとえば、
電力検出器を用いて出力電力を測定することができる。
【０１１２】
　次のブロック１６０において、電力増幅器の入力電力が１回以上増加させられ、出力電
力は各電圧レベルで測定することができる。入力電力は適切な方法、たとえば、電力増幅
器の入力を駆動するよう構成されている可変利得増幅器の利得を変えることにより、増加
させることができる。
【０１１３】
　方法１５０はブロック１６２に続き、そこでは包絡線整形テーブルを生成するのに用い
られた利得圧縮とほぼ等しい利得圧縮に対応する、電源の第２の入力電力レベルが決定さ
れる。たとえば、入力電力は利得が減少し始めるまで下げることができ、それにより利得
圧縮は包絡線整形テーブルを決定するのに用いられた利得圧縮を超えたことが示される。
【０１１４】
　次のブロック１６４において、包絡線トラッカーは決定に基づき較正される。たとえば
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、第２の入力電力レベルでのシステムの状態に対応する較正データを保存し、それを用い
て電力増幅システムを較正することができる。当該方法１５０は１６６で終わる。
【０１１５】
　用途
　上記の実施の形態の一部は、携帯電話に関連した実施例を提供している。しかし、当該
実施の形態の原理および利点は、電力増幅システムを必要とする他のシステムまたは装置
に向けて用いることができる。
【０１１６】
　このような電力増幅システムはさまざまな電子装置で実施できる。電子装置の例として
、消費家電製品、消費家電製品の一部、電子テスト装置などを挙げることができるが、こ
れらに限定されない。電子装置としてさらに、メモリチップ、メモリモジュール、光ネッ
トワークまたは他の通信ネットワークの回路、およびディスクドライバ回路を挙げること
ができるが、これらに限定されない。消費家電製品は、携帯電話、電話、テレビ、コンピ
ュータモニタ、コンピュータ、携帯コンピュータ、パーソナルデジタルアシスタント（Ｐ
ＤＡ）、電子レンジ、冷蔵庫、自動車、ステレオシステム、カセットレコーダまたはプレ
ーヤ、ＤＶＤプレーヤ、ＣＤプレーヤ、ＶＣＲ、ＭＰ３プレーヤ、ラジオ、カムコーダ、
カメラ、デジカメラ、携帯メモリチップ、洗濯機、ドライヤー、洗濯機／乾燥機、コピー
機、ファクシミリ、スキャナ、多機能周辺機器、腕時計、時計、乾燥機、コピー機などを
含むが、これらに限定されない。さらに電子装置は半製品を含むことができる。
【０１１７】
　まとめ
　本明細書において、内容が明確に他のものを示さない限り、「備える」、「含む」など
の文言は、占有的および排他的な意味ではなく、包括する意味として解釈される、すなわ
ち「含むが、限定されない」の意味がある。「結合」の文言はここで一般に用いられるよ
うに、直接接続される、または１つ以上の介在するエレメントによって接続される２つ以
上のエレメントに対して用いられる。同様に、「接続」の文言も、直接接続される、また
は１つ以上の介在するエレメントによって接続される２つ以上のエレメントに対して用い
られる。さらに、本願で用いられる「ここに」、「上」、「下」および同様の文言は、全
体として本願を指し、本願の特定の部分を指すものではない。文脈に照らして、単数また
は複数を用いた詳細な説明の文言は、それぞれ複数形または単数形をも含み得る。２つ以
上の項目の列挙に対する「または」の文言は、その文言の以下の解釈すべてを網羅する、
すなわち、列挙されている項目のいずれか、列挙されている項目のすべて、および列挙さ
れている項目の任意の組合せを網羅する。
【０１１８】
　さらに、ここで用いられる条件付き文言、たとえば「可能」、「できる」、「得る」、
「可能」、「例」、「たとえば」、「など」等は、具体的にそうでないと示されない限り
、または用いられる内容に照らしてそうでないと理解されない限り、その特定の実施の形
態は特定の特徴、エレメントおよび／または状態を含むが、他の実施の形態は、その特定
の特徴、エレメントおよび／または状態を含まないことを伝える意図がある。こうして、
このような条件付き文言は特徴、エレメント、および／または状態が１つ以上の実施の形
態において必要であることを意味するものではなく、さらに１つ以上の実施の形態は書き
手が挿入しているまたは示唆しているか否に係わらず、これらの特徴、エレメント、およ
び／または状態が特定の実施の形態において含まれるのかまたは行なわれるのかを判断す
るための論理を必ずしも含むことを意味するものではない。
【０１１９】
　本発明の実施の形態の上記の詳細な説明は、余すところがないわけではなく、また上記
の開示されているそのままの形に本発明を限定する意図はない。上記の本発明の特定の実
施の形態および実施例は例示的目的のために説明されるが、当業者によって認識されるよ
うに、多様な均等の変形は本発明の範囲内において可能である。たとえば、工程やブロッ
クは所与の順序で提示されているが、代替の実施の形態では、異なる順序でステップを有
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するルーチン、または異なるブロックを有するシステムを用いることができ、一部の工程
やブロックは削除、移動、追加、さらに分割、組合せる、および／または変形できる。こ
れらの工程やブロックの各々は、多様な異なる方法で実施できる。さらに、工程やブロッ
クは時には順番に行なわれるよう示されているが、これらの工程やブロックは並行して行
なうことができる、または異なるときに行なうことができる。
【０１２０】
　ここに示される本発明の教示は、必ずしも上記のシステムではなく、他のシステムに適
用できる。上記のさまざまな実施の形態のエレメントおよび動作を組合せて、さらなる実
施の形態を提供することができる。
【０１２１】
　本発明の特定の実施の形態が説明されたが、これらの実施の形態は例示的なものとして
提示されており、本開示の範囲を制限するものではない。ここに記載されている新規の方
法およびシステムは他の多様な形で実現することができ、さらにここに記載されている方
法およびシステムの形のさまざまな省略、置き換え、および変更が、本開示の精神から逸
脱することなく行なうことができる。添付の特許請求の範囲および均等物は、本開示の範
囲および精神に含まれるこのような形または変形を網羅することが意図される。
 

【図１】 【図２】

【図３Ａ】
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